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1. はじめに

ジャーナリズム(Journalism)の意味は、広辞苑(1976、p.1023)によれば｢新聞・雑誌・ラジオ・

テレビなどで時事的な問題の報道・解説・批評などを行う行動。また、その事業(界)、そ

の勢力｣と説明されている。専門的視点からの説明では、｢時事的な事実や問題の報道・論

評の社会的伝達活動｣と述べられている(内川芳美、新井直之、1983、p.i)。これらの説明か

らジャーナリズムとは、｢公共性の強い情報を取り扱う｣ということがわかる。それ故、現

代社会におけるジャーナリストは｢専門的職業｣であり、その専門家の集合体が｢専門的組織｣
というジャーナリズムを構築しているものと一般的に理解されている。また、このような

ジャーナリズムのあり方に関する理論は、｢中立・客観報道主義｣であり、近年、広く社会

に受容されていることからマスコミを中心とするジャーナリズム活動を成立させる枠組み

として有効な役割を果たしている。

他方で、メディア環境も経済的状況に伴って変化しつつある。その中で、ジャーナリズ
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ムに対する状況変化から、専門職以外の人々もジャーナリズムのような活動をすることが

可能になった。一般的に、このような記述をしたならば、｢ジャーナリズムは、アマチュア

リズムであるべき｣という規範を提示しているように思われるが、筆者の立場は違う。筆者

は、大井真二(2004)が指摘する｢従来のジャーナリズムの活動と専門職以外の人らによる

ジャーナリズム活動との境界線が徐々に曖昧になりつつあるのではないか｣という点に着目

している。すなわち、もともと市民のジャーナリズム活動は、社会変革を求める市民運動

と一体となって生まれたものである(松本恭幸、2006)。藤田博司(1998、p.33)は、｢パブリッ

ク・ジャーナリズムは、ジャーナリストと市民を改めて結びつけ、市民間の対話をよみ

がえらせ、それによって民主主義を活性化しようという、ジャーナリストの側の努力だ

と、この運動に携わる人たちは主張する｣という。筆者は、藤田の言う｢市民参加によって

民主主義を活性化｣させることに異論はないが、ジャーナリスト側の努力と言われても、何

を努力してよいのか一般人にはわからない。一方の市民にとっても、ジャーナリストへ何

を期待すればよいのかもわからない。ジャーナリズム活動においてプロ(専門職)とアマ

チュア(専門職以外)のジャーナリストの差異はあっても、本稿の主題となる地域の課題解

決に向けた取組みに対し、市民との接点は必然的に必要不可欠なことが理解できる。

竹内裕二、松井督治(2020)は、｢地域課題解決に対する市民とマスコミの関係新しい

ジャーナリズムの概念による取組みの方向性｣(以下、前報)の中で、①新しいジャーナリズ

ムの概念を用いる｢手法｣が明確でないと指摘される大きな要因こそ、｢市民の声を中立的な

立場で聞く手法｣が明らかになっていないこと、②市民活動には、分野が異なっても伝統的

なジャーナリズムの規範と酷似している部分が多いことの2点を指摘した。特に、｢中立性

を醸し出すことが、権力との距離を保ちながら、中立性をもって組織運営を行う｣という点

などは、マスコミ、市民団体共に本来の取組み内容が異なっていても、伝統的なジャーナ

リズムの規範という基本的な部分で同じベクトルを向いていることを明らかにした。しか

し、両者のベクトルが同じであったとしても、具体的解決に至らない。かといって、新し

いジャーナリズムの概念を用いた取組みを行ったとしても、マスコミにとって、従来型1)

の報道手法もあるため、この新しい手法に対して抵抗感があると思われる。また、マスコ

ミの取組みに相応しい｢動き方｣とはどのようなものなのか、また地域社会の問題解決を促

すというが、｢誰に、何を促すのか｣など、マスコミとしての行動範囲も明らかになってな

い中で、形だけが先行しても成果は出ない。本稿では、この部分を明らかにしたい。

1) 個人や団体、記者クラブへの投書などから取材し、問題提起をするが問題解決までは関与しない手

法。
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2. 本研究の目的および方法

これまでの新しい概念によるジャーナリズムに関する既往研究については、前報(竹内、

松井、2020)でまとめている。このまとめの中では、ジャーナリストがマスコミ業務という

｢仕事｣を中心に取材することを前提としてストーリー展開されていることがわかった。ま

た、いくつかの実践事例を提示したが、それらの事例から新しい概念によるジャーナリズ

ムを具体的かつ明確に説明するような｢考え方｣や｢手法｣が見出せていない。すなわち、

ジャーナリストによる｢市民の声を中立的な立場で聞く手法｣が明確になっていないことを

意味しており、市民による｢自分たちの声を中立的な立場で伝える手法｣についても明らか

になっていない。そこで、本研究では、市民側に焦点を当て、マスコミ(本稿では新聞)に

取り上げられた事例を基にマスコミと市民団体、それらの事例が行われた環境や状況を考

慮した上で、新しいジャーナリズムの概念における｢自分たちの声を中立的な立場で伝え

る｣方法を明らかにすることが目的である。

この研究目的を達成させるための研究方法は、次の通りである。｢市民団体が地域課題を

解決するための活動｣を介して主催者側と報道する側双方の物事の捉え方、考え方などを比

較検討していく。この時、取り上げる事例は、市民団体の活動として、マスコミ(新聞記者)

が新聞記事にしたものを用いる。ここでの記事内容は、全て筆者が主催者として実行・運

営・管理をした事例である。また、報道する側の分析については、地方放送局に在籍し、

報道経験を有した者(前報での共著者)の協力を得て解析を行った。このような異なる２つ

の視点から｢なぜ、マスコミが、その地域活動を取り上げたのか｣や｢なぜ、市民団体の活動

を追跡取材するのか｣を明らかにしていく。ここでの検討は、取組みが行われる過程を時系

列で追い、各場面で実際に報道された内容と現場で起こった事象・出来事を合わせて分析

対象とする。これらの事実を複眼的に検証・分析することで、主催者側と報道する側双方

の立場から同調点や相違点などを浮き彫りにしていく。さらに、同様の地域の課題解決を

する市民団体が周囲に数多く存在するにも関わらず、なぜ、その団体の地域活動を取り上

げるのか。｢取り上げるポイント｣とは何かといった事柄についても整理分析する。この分

析過程で、マスコミと市民団体の活動との関係よりマスコミ側からの｢市民の声を中立的な

立場で聞く手法｣、市民側からの｢自分たちの声を中立的な立場で伝える手法｣についても分

析・検討を行う。この分析・検討を通して新しい概念を用いたジャーナリズムのあり方と

は何かを考究する。
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3. 本研究の位置づけ

3.1 マスコミとジャーナリズムの関係

マスコミ報道は、一般市民にとって｢混迷する社会を事実に基づいて記事を書き、読者が

社会問題を理解するために、手助けするもの(植村八潮、2015、p.2)｣である。ところが、近

年のマスコミは、報道機関をめぐる不祥事や誤報が多発し、マスコミ報道そのものが迷走

しているため、国民からマスコミに対する不信感が高まっている。本来、ジャーナリズム

は｢一般大衆に向かって、定期刊行物を通じて、時事的諸問題の報道および解説を提供する

活動(清水磯太郎、1949)と定義している。その当時は、新聞や雑誌を指していたが、後に

放送メディアが加わったことで、その定義も大きく変わった。原寿雄(1997)は、｢時事的な

事実の報道や評論を伝達する社会的な活動｣と一般的な定義とした上で、｢今では、娯楽機

能もあるが報道と評論を主にしていることに変わりがない｣という。

さらに、近年では通信技術の発達により、既存のメディアに加えインターネットも参入

した。このことにより、誰の目にも既存のマスコミだけがメディアを代表するものではな

いことが明らかとなった。しかし、2020年5月に起きたネット上の誹謗中傷によって自殺し

た女子プロレスラー、木村花の事件を代表するようにSNSなどのインターネットメディア

は、法規制が緩く信頼できるメディアと言えない。このことは、広い意味でのメディアに

対する不信や失望が拡大する要因となっている。このようなメディアを取り巻く状況の中

でマスコミには、より高い倫理観が求められている。

この出来事からわかることは、ジャーナリズムという言葉が曖昧になってきている点で

ある。植村八潮(2015、p.3)は、｢ジャーナリズムがマスコミやマスメディアと混用、混同さ

れている｣という。マスコミとは元来、新聞や放送による情報の大量伝達行為を意味する

｢マス・コミュニケーション｣の短縮形である。ところが、和製英語の｢マスコミ｣は、新

聞、ラジオ、テレビ、雑誌といったメディアや、放送・発行機関を総称する用語として使

用されている。マスメディアは、同じくマス・コミュニケーションの媒体となるもののこ

とで、テレビ、ラジオ、新聞報道というマスコミと同じものを指す言葉である。この点に

関し、遠藤薫(2014、p.2)は、マスメディアの報道とジャーナリズムが同一視されてきたこ

とに｢マスメディアはジャーナリズムとしての尊敬と特権を享受してきた｣と指摘す

る。なぜなら、一般的にマスメディアは、マスコミと同じ意味として用いられることが多
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いからである。

北原利行(2017)は、｢メディアが一方的に解を提供するのではなく、生活者(地域住民)と

一緒に課題に取り組むことだ。生活者を巻き込むことで問題点を共有でき、実行力のある

解決策を生み出せる。何より、メディア企業と生活者の間に共感が生まれる。メディア

企業を地域に必要な存在として認識してもらえるのだ｣と主張する。

そのような地域メディアについて、竹内郁郎(1989)は｢一定の地理的空間に生活する人々

を対象にしたコミュニケーション・メディア｣と定義し、地域の争点・生活情報を住民に伝

達することが主たる目的だという。米倉律(2010、p.59)は、そのような定義の地域メディア

において｢地域社会における様々な問題を取り上げ、都市と地方の世論を媒介するジャーナ

リズム機能｣と同時に、地域の伝統や文化等を記録し伝えることを通じて、地域の社会文化

的アイデンティティの生成・維持｣する機能も重要視しているという。これらのことからも

全国メディアにおいて手の届かない、地域特有の問題解決に対して地域メディアの貢献が

問われていることがわかる。

このように全国メディアがカバーできない地域の問題に地域メディアが分け入り、地域

住民と共に問題解決への方途を探ることこそ地方メディアの役割である。そこでは、地域

主義(ローカリズム)が重要な基本原則の一つとなる。この地域主義(ローカリズム)につい

て、内山節(2012、p.106)は｢自分たちの生きている地域の関係を大事にし、つまり、そこに

生きる人たちとの関係を大切にし、そこの自然との関係を大事にしながら、グローバル化

する市場経済に振り回されない生き方をする｣ことを指すという。このような地域主義を徹

底する意味合いについて、藤田真文(2012)は、地域メディアを社会関係資本と結びつけた

議論も活発になっているという。

稲葉陽二(2011、p.1)は、この社会関係資本について、人々が他人に抱く｢信頼｣や｢互酬性

の規範｣、人や組織の間のネットワーク(絆)のことを指し、その社会関係資本によって、集

団としての協調性など市場では評価しにくい価値が生み出されていることになると主張す

る。さらに、國領二郎(2006、p.141)は、通信メディアを地域の協力プラットフォームとし

て設置し、その上で行われる協力作業の中から｢創発｣が生まれるという理論を提唱してい

る。この理論は、納得しやすいものの、現実には前述のような政策的に設置されたメディ

アによって、地域経済に影響を与えるような地域活性化が実現した例はほとんど見られな

い(例えば、石橋裕基也、2010)。

このことの裏付けとして、庄司昌彦(2018)が、政策的に設置した地域メディアが減少し

ていることを示している2)。この現象は、通信技術の進歩や競合する大手SNSの台頭などと
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いった環境の変化によるところが大きいという。しかし、地域活性化、特に地域経済の活

性化を目的に据えて考えた場合、地域でオリジナルコンテンツを生み出しうる情報の創発

や情報マネジメントがあり、そのプラットフォームとしての地域メディアに対して一定の

役割が考えられる。このことからも、これまでの地域メディアと、これからの地域メディ

アとの間には、大きなギャップがある。そこには、SNSなどのインターネットメディアに

おいて法規制が緩いことから、信頼できる情報を発信するメディアと言い難い。このこと

は、広い意味でのメディアに対する不信や失望が拡大する要因となっている。事実、2000

年以降のマスコミは、度重なる不祥事やインターネットメディアの拡大により、かつて｢第
4の権力｣と称された威厳が徐々に薄れ、報道に対する信頼が低下したように感じられる。

今後、これまで以上にインターネット社会が進展したとしても、マスコミは、その威厳の

象徴ともいえるジャーナリズム機能を堅持していかなければ存在意義が危うくなる。それ

故、メディアを取り巻く状況の中で、マスコミはより高い倫理観が求められている。

そのような中で、マスコミは、今後のあり方を模索し続けている。その一つの方向性と

して、少子高齢化に伴う人口減少、産業の衰退など、地域の課題解決に目を向け始めた。

しかしながら、地方が抱える根深い地域課題に関しては深く見えていない。一方、地域の

中には、地域の課題を解決するために活動する市民団体が存在している。その市民団体と

マスコミは、お互いの立場や活動内容が異なったジャーナリズム機能を持っている。具体

的には、伝統的なジャーナリズムの規範と酷似しており、｢中立性を醸し出すことが、権力

との距離を保ちながら、中立性をもって組織運営を行う｣という点など、マスコミ、市民団

体共に本来の取組み内容が異なっていても、伝統的なジャーナリズムの規範という基本的

な部分において双方が同じベクトルを向いている。このような状況からも、地域課題の解

決に向けて取り組む｢公共の担い手のパートナー｣としてマスコミと市民団体との相性は良

いと考える。ところが、市民活動を行う市民団体にとって当たり前である｢アカウンタビリ

ティ(説明責任)｣と｢アドボカシー(政策提言)｣が実際の活動現場で実行できている団体が著

しく少ない。この状況を鑑みれば、市民団体側において、この2つ行為を実行する訓練が求

められる。また、前述の｢研究目的｣で述べたように、これまでの新しい概念のジャーナリ

ズムに関する既往研究では｢市民の声を中立的な立場で聞く手法｣が明確になっていない。

一方の市民は、｢自分たちの声を中立的な立場で伝える手法｣がわからない。この点を明ら

かにするためには、マスコミと市民団体、各々の置かれた環境や状況を考慮し、新しい

2) 本調査は、2006年に開始し、毎年継続的に実施されている。この調査結果によると2010年の519事例

をピークに2014年263事例、2018年157事例へと減少の一途をたどっている。
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ジャーナリズムの概念を用いた実行可能な動き方や手法を示す必要がある。

そこで、マスコミと市民団体の状況を整理すると、これまでのマスコミは、伝統的な

ジャーナリズム機能が働くため、中立の立場から市民団体と距離を保ちながら取材活動を

行う。そして、地域課題が顕在化する前に報道することによって社会全体へ問題提起をす

る。しかし、その後の報道は少ない。マスコミの報道行為は、｢問題提起｣こそが、重要な

役割であり、その後の議論は｢市民の間で｣という伝統的な考え方によって行われているか

らである。他方の市民団体は、地域課題が市民の生活レベルの段階で露見された段階から

問題意識をもって活動に取組み、解決した後も、その状況を維持するための活動を続け

る。この両者の動きから、新しいジャーナリズムの概念を用いた取組みに必要な役割分担

として、市民団体が地域課題解決に向けた活動を行い、その活動に関する情報をマスコミ

に提供する。その際用いる手法は、市民団体が保持しておかなければならない｢アドボカ

シー｣と｢アカウンタビリティ｣機能を用いての情報提供である。その情報提供を基に、マス

コミが持つ伝統的なジャーナリズム機能を用いて取捨選択して、さらに情報収集と取材活

動を行った上で事実のみを報道し、広く市民に問題提起を行い、課題解決のための協力と

参加を呼び掛けるという流れである。しかしながら、マスコミにとって、従来型の報道手

法もあるため、この新しい手法に対して抵抗感があると思われる。

今後の地域づくりにおいて、新しいジャーナリズムの概念を用いた活動をするために

は、先行的に提唱されている｢建設的ジャーナリズム｣を取り入れることが可能である。そ

の上で、より機能的かつ具体的な活動展開を行うためには、市民団体とマスコミが核と

なって、地域社会を構成する産官民が協力した取組みを行わなければ、地域の課題解決に

向けた真の成果は得られないと言える。そこで、前報の結論として、地域づくりにおける

新しいジャーナリズムのあり方として、｢協力｣という概念を加えた問題解決型の｢建設的協

力ジャーナリズム｣を提案した。

3.2 ジャーナリズムと市民活動の状況

ジャーナリズムと市民の状況について説明するに当たり、建設的協力ジャーナリズム

(Constructive Collaborative Journalism)とはどのようなものかを説明しておく必要がある。こ

の建設的協力ジャーナリズムが登場するまでには、それまでの時代の流れに応じた新しい

ジャーナリズムのタイプが登場し、その進化型として新たなジャーナリズムが誕生してい

る経緯が表1(上から下へと新しい概念が並んでいる)から見て取ることができる。
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この表は、Nip, Joyce Y.M.(2006、pp.216-218)が｢送り手｣と｢受け手｣の関係性を軸にパブ

リック・ジャーナリズム現象以降のジャーナリズムを5つのモデルに分類・整理したもの

に、近年新たに登場したソリューション・ジャーナリズムおよびコンストラクティブ・

ジャーナリズムの2モデルを追加したものである。さらに、筆者らが提案しているコンスト

ラクティブ・コラボレイティブ・ジャーナリズムを加えた一覧表である。この表を見てわ

かることは、Nipがまとめた5モデルでは、職業として専門性を持つジャーナリストの仕事

を市民が担うことで対応していく様が見て取れる。その後に登場した2つのモデルは、5つ

のモデルを継承しつつも、取材対象を広義の地域で捉えるのではなく、地域の課題もしく

は問題に特化して取材し、解決に向けた動きをしていくことに注力を置いている。しかし

ながら、これら2つのモデルが機能せず、空回りしている状況にあるといえる。なぜなら、

それらのモデルについての議論が専門家同士で盛り上がっていないからである。その理由

の一つとして、職業として専門性を持つジャーナリストが、肝心の地域課題や地域社会の

実情や道理を知らないまま取材しても、本質部分で解決に向けた動きが何なのかわからな

い状況にあると捉えるのが自然である。

そこで今回、新らたに提案した｢コンストラクティブ・コラボレイティブ・ジャーナリズ

ム(表1の着色部分参照)｣は、一つ前の概念となるコンストラクティブ・ジャーナリズムに

おいて用いられてきた概念が基礎になっている。｢コンストラクティブ・コラボレイティ

ブ・ジャーナリズム｣と｢コンストラクティブ・ジャーナリズム｣が異なる点は、地域課題解

決のために活動する市民団体が受け手である市民にニュースを発信し、そのニュースを職

業ジャーナリストが主流メディアを通じて規範的ジャーナリズムからの視点を用いて報道

する。職業ジャーナリストは、その活動を批評すると同時に読者に向けて、地域課題解決

のための協力を求める。このように市民とジャーナリストが協力して、地域の課題解決に

向けた取り組みを行う活動モデルのことである。この概念を簡易的に言い表せば、地域課

題の解決に向けて、市民団体が活動を行う。市民団体は、広く地域に発信し、その情報の

受け手の中にマスコミが含まれている。マスコミは、その活動を取材し、地域課題の解決

に向けた報道をすることで、地域住民に周知と活動参加を求め、一日も早い問題解決へ導

くことを狙いとしている。この一連の流れは、マスコミ、市民双方でイメージすることが

できる。
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タイプ 概  要

伝統的ジャーナリズム

(Traditional Journalism)

職業ジャーナリストが羅針万象の事象から人々の伝えるべき重要な

ニュースを自分の価値観に基づいて選択し、ニュース報道や論票を行

うモデル。記者の情報収集や論評活動に影響を与えられるのはごく一

部のニュースソースに限定され、普通の人々がニュースソースになる

ことは、稀である。読者は報道内容に対して事後的に手紙を送ったり

講義をしたりすることができ、それからがニュース活動にフィード

バックされることもある。

パブリック・ジャーナ

リズム [地域ジャーナ

リズム]
(Public Journalism)

読者＝市民をニュースの作成と報道に積極関与してもらうことを目的

とするモデル。記者が取材すべき地域課題を設定するために、タウン

ミーティングやパネル討論などの手法を駆使する。取材の過程で、職

業ジャーナリストは問題解決に向けた議論のための素材を市民に報告

する。ニュース取材で市民が職業記者のパートナーとなるケースもあ

る。

双方向ジャーナリズム

(Interactive Journalism)

双方向性概念は多義的で、コンテンツにおける議論と主体における議

論があり、概念整序が不十分であるが、最終的にジャーナリズムは

ニュース機関がインターネットにおいて実践するものとする。このモ

デルでは、ニュース報道された後、受け手と送り手との間で意見交換

などが行われ、送り手がニュース取材で市民が職業記者のパートナー

となるケースもある。

参加型ジャーナリズム

(Participatory 
Journalism)

パブリック・ジャーナリズムにおいても用いられてきた概念である

が、読者・視聴者に自分の意見を表明する機会を与えるという意味で

主流メディアによって使われたり、たんに市民ジャーナリズを意味す

るものとして用いられたりしている。このモデルは暫定的に、受け手

であった人々によるニュースが、職業ジャーナリストのニュースから

独立した形で位置付けられるものとする。韓国のオーマイニュースは

代表例。

市民ジャーナリズム

(Citizen Journalism)

ニュースの収集から編集、公表までを市民の責任において行うモデル

で、職業ジャーナリストが関与しない。市民グループや非営利団体が

活動を担い、インターネットや新聞紙、ラジオなどが使われる。イン

タビューやイベント報告、事例分析などのコンテンツは、参加者たち

自身の貢献による。大規模な津波被害のビデオ映像などが投稿され、

それが主流メディアによって紹介されることもある。

ソリューション・

ジャーナリズム [問題解

決型ジャーナリズム]
(Solution Journalism)

読者＝市民が地域の課題に関心を持ってもらい、その地域の課題を解

決するための行動を促すことを目的とするモデル。既に地域に存在す

る地域課題を記者が取材して、問題提起を読者＝市民に行う。その取

材の過程で、職業ジャーナリストは問題解決に向けた議論のための素

材を市民に報告する。ニュース取材で市民が職業記者のパートナーと

なるケースもある。

<表1> 受け手と送り手に着目したタイプ別ジャーナリズムのモデル
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　　　　型

タイプ

Ⅰチャリティ型／

補助金・助成金型

Ⅱトランザクション型

　(処理型)
Ⅲインテグレーション型

(一体化型)

A

目的共

有度

(企業)

企業がNPOへ主に資

金(寄付)による支援

を行うケース。

企業とNPOが個々に

パートナーシップの目

的を持つ。

企業・行政とNPOがパート

ナーシップにおいて共同の目

的を持ち、かつそれが社会に

対して一定の役割を果たして

いけるケース。

目的共

有度

(行政)

行政がNPO等の市民

団体へ補助や助成制

度を設けて支援する

ケース。

行政とNPOが地域の課

題に対して解決に向け

たパートナーシップの

目的を持つ。

B

社会へ

の働き

かけ

(企業)

企業サイドからは、

チャリティ(寄付)な
どで支援する概念。

結果としてお互いにメ

リットある関係をつ

くっていくケース。

社会・地域の課題に対して企

業とNPOが協力して地域社会

全体へ働きかけていく。プロ

ジェクト開発やサービス提供

を行う。

社会へ

の働き

かけ

(行政)

行政サイドからは、

補助・助成によって

活動を支援する概

念。

地域の課題を解決させ

ることを前提とした活

動を通じて、お互いに

メリットがある関係づ

くりを望むケース。

社会・地域の課題解決に対し

て行政とNPOが協力して地域

社会全体へ働きかけていく。

市民への活動参加の機会創

出、プロジェクトやサービス

提供を行う。

コンストラクティブ・

ジャーナリズム [建設的

ジャーナリズム]
(Constructive 
Journalism)

ソリューション・ジャーナリズムにおいても用いられてきた概念であ

るが、読者・視聴者に自分たちの地域の課題を解決するための活動の

現状を広く伝えるための機会を与えるという意味で主流メディアに

よって使われたり、たんにソリューション・ジャーナリズを意味する

ものとして用いられたりしている。このモデルは暫定的に、受け手で

あった人々によるニュースが、職業ジャーナリストのニュースによっ

て、より広く周知される形で位置付けられるものとする。

コンストラクティブ・

コラボレイティブ・

ジャーナリズム [建設的

協力ジャーナリズム]
(Constructive

Collaborative Journalism)

コンストラクティブ・ジャーナリズムにおいても用いられてきた概念

である。このコンストラクティブ・コーポレート・ジャーナリズムと

異なる点は、地域課題解決のために活動する市民団体が受け手である

市民にニュースを発信し、そのニュースを職業ジャーナリストが主流

メディアを通じて規範的ジャーナリズムからの視点を用いて報道す

る。職業ジャーナリストは、その活動を批評すると同時に読者に向け

て、地域課題解決のための協力を求める。このように市民とジャーナ

リストが協力して、地域の課題解決に向けた取り組みを行う活動モデ

ルのことである。

出典：Nip, Joyce Y.M. (2006)、翻訳：畑仲哲雄(2014、p.164)を基に筆者が加筆・加工作成した。

<表2> 企業・行政とNPOのパートナーシップの3種類
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C

協力の

感覚

(企業)
NPOサイドは、心理

的に企業・行政に対

いして感謝の気持ち

を抱く。

お互いにパートナー

シップという意識が生

まれ始め、相互理解と

信用によって成り立

つ。

｢私たち｣という意味で一本化

した考え方が定着し、戦略的

に幅広く活動を共有する関

係。

協力の

感覚

(行政)

地域の課題を解決するという

意味で活動が一本化していく

考え方が定着し、戦略的に幅

広く活動を共有する関係。

D

戦略度

(企業)
・

(行政)

お互いの事業は独立

しており、限られた

範囲内での協力。

企業や行政とNPOの間

にミッションや価値観

において類似点が見ら

れ、能力をお互いに交

換できる関係。リスク

の少ない成功を前提と

したパートナーシッ

プ。

パートナーシップを戦略ツー

ルとして使用し、使命・価値

観を共有。

E

関係期

待度

(企業)

企業がNPOに求める

期待度は低い。

組織を通じて個人的な

接触がある場合が多

く、リーダのレベルで

強いつながりがある。

企業では従業員が直接関わる

機会が提供され、組織間で深

い人間関係が築かれ、相互の

組織文化に影響を与えるよう

な関係。

関係期

待度

(行政)

行政がNPOに求める

期待度は高い。

組織を通じて個人的な

接触は少ない。行政担

当者は、数年毎に代わ

るため、つながりが希

薄である。但し、行政

組織内での申し送りで

関わることが多い。

行政では職員が直接関わる機

会が少ない。組織間で深い人

間関係が築かれることは稀で

ある。相互の組織文化に影響

を与えるような関係に成りづ

らい。

出典：岸田眞代(2005、p.248)を基に筆者が加筆・加工することで新たな表に作成した。

ところが、これまでのジャーナリズムでは、市民との関りについて言及するものの市民

との接点、接触方法といった具体的研究が行われていない。つまり、ジャーナリストに

とって取材する行為が当たり前で、市民との接触方法は伝統的な取材方法や手法が用いら

れ、このこと自体に対する研究が対象になり得なかったものと推測する。その理由は、研

究対象になり得なかった部分について規範的なジャーナリズムを保守しつつ、地域の課題

解決のために市民と共に活動(ジャーナリストの立場から)することの姿を示していくこと

が求められるからである。

しかし、一方の市民側から｢コンストラクティブ・コラボレイティブ・ジャーナリズム｣
に関与しようとする意識などない。なぜなら、これまでの日常生活や市民活動の中で、マ
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スコミと協力しながら活動することなどなかったからである。このような視点から市民側

を見た場合、活動内容に応じた行政や企業との協力関係を構築することだけで精一杯の団

体が多いと思われる。岸田眞砂(2005)は、そのような団体活動の状況について自身の団体

(パートナーシップサポートセンター)と関係するNPOとの協力スタイルを3つに分類してい

る(表2参照)。ところが、このスタイルは、企業との連携に特化してまとめられたもので、

行政との関係が記載されていない。そこで、筆者は、行政セクターを追加して｢3つの型｣と
｢5つのタイプ｣に整理し直した(表2参照)。

基本的に｢コンストラクティブ・コラボレイティブ・ジャーナリズム｣における協力タイ

プは全て対応できるが、協力活動の特異性から次の2つに大きく分けられる。つまり、Bタ

イプとそれ以外のタイプである。Bタイプ以外の全てのタイプは、限られた団体と企業や

行政が活動するケースが多い。その理由として、協力相手の行政や企業にとって、協力す

る相手と活動内容が社会的に有利な方向へ波及させることができるか、どうかが重要とな

る。一方のBタイプは、課題解決ありきで活動が始まるため、その活動が行政や企業に

とってメリットがあるかどうか未知数である。それ故、協力した活動になりづらいことか

ら地域の課題解決を行う市民団体の多くが、Bタイプに分類されているケースといえる。

また、行政や企業にとって、その活動に関与するだけの価値があるか測定できない。これ

らのことより、活動を支援するだけの大義が行政や企業に明らかになるまで様子見の状況

が続くことになる。これでは、協力活動になり難く、例え成立しても汎用性に欠ける。

仮に、概念的協力を理解できても、活動が始まるまでに時間がかかってしまう。そのよ

うな状況にある市民活動をジャーナリストが取材し、概念に示す協力活動に至るまでに

は、さらに時間を要することが容易に理解できる。このことからも、ジャーナリストと市

民との協力のあり方、特に活動を通じての市民とマスコミとの動きに関する研究が求めら

れると考える。

4. 本研究に用いる活動事例

前節で述べた事柄を基に本稿で取り上げる活動事例の選定については、行政や企業との

協力ありきの活動でなく、地域の課題解決ありきの活動を行う団体の実践活動に焦点を当

てる。また、活動の始まりは、行政や企業の参加がなくとも、活動過程において協力して
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いく活動が望ましい。そこで、このような状況を鑑みて、市民団体が地域の課題解決に向

けた活動を発案し、継続して活動している事例に焦点を当て、その活動がマスコミ(新聞記

事)に取り上げられた事例を用いる。

<表3> メディア報道実績

活動名 メディア 掲載日 備考(内容、紹介のサイズ)

福岡県北九州市若

松区 浜町商店街

商店街再生

読売新聞　朝刊 1999年11月1日 行事案内：幅7cm×縦8cm

西日本新聞　朝刊 1999年11月11日 事前告知と行事案内　幅14cm×縦7cm

読売新聞　朝刊 1999年11月21日
事後報道　幅13.5cm×縦10cm +
幅14.5cm×縦10cm

西日本新聞　朝刊 1999年11月18日 事後報道 幅12.5cm×縦10cm

西日本新聞　朝刊 1999年12月11日 行事紹介：幅5cm×縦10cm

西日本新聞　朝刊 1999年12月16日
事後報道　幅13cm×縦10cm +
幅4.5cm×縦10cm + 幅2.5cm×縦6.5cm

毎日新聞 別冊｢まいむ｣ 1999年12月20日 行事案内：幅4cm×縦3.5cm

西日本新聞　朝刊 1999年12月20日 行事紹介：幅15cm×縦20cm

読売新聞　朝刊 2000年1月3日 行事紹介：幅15cm×縦7cm

西日本新聞　朝刊 2000年2月17日 行事報道　幅8cm×縦20.5cm

西日本新聞　朝刊 2003年5月14日
行事案内　幅15.5cm×縦10cm +
幅2cm×縦7cm

西日本新聞　朝刊 2003年12月3日
行事報道　幅12.5cm×縦10.5cm +
幅6cm×縦10cm

西日本新聞　朝刊 2005年4月1日
行事報道　幅13cm×縦13.5cm +
幅2cm×縦10cm

福岡県北九州市小

倉北区藍島

離島活性化

西日本新聞　朝刊 2004年3月29日 行事報道(特集記事)幅17.5cm×縦24cm

リビング北九州 2004年7月10日 行事報道(特集記事)　幅25cm×縦25cm

読売新聞　朝刊 2004年8月8日 行事報道　幅11.5cm×縦18cm

朝日新聞　朝刊 2004年8月25日 行事報道　幅13.5cm×縦7.5cm

朝日新聞　朝刊 2008年11月14日 取組報道　幅18.5cm×縦22cm

出典：筆者作成

4.1 本稿で取り上げる市民団体と活動事例

本稿で事例として取り上げる市民団体は、｢NPO法人 まちのカルシウム工房｣である(以

下、まちカル)。まちカルは、1999年11月に任団体として発足し、2001年6月にNPO法人と
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なった。この団体は、全国の商店街がシャッター通りになっている姿を人間の体に例え、

外見上しっかりした”まち”も中身は、スカスカの状態であることから骨粗鬆症だと捉え

た。医学書によれば、この病気を治すには｢カルシウムを摂取し、適度な運動をすることで

骨太になっていく｣と説明している。そこで、まちカルは、このことを人間社会に置き換え

て考えた時、｢カルシウム＝人間｣、｢運動＝活動｣になると解釈した。まちカルは、このこ

とを活動の基本軸に据え、社会実験を活動手法として｢まちが骨太になる｣ための活動展開

を継続的に行っている。

特に、まちづくり活動と称した社会実験を産官民協働で行い、市民の社会に関わるため

の仕掛けづくりを行うことで、一般市民の気づきによる住民参加型・地域密着型のまちづ

くりを実践している。このような活動形態をとることから、地域の課題解決型活動をベー

スとして、産官民+学で協力した取組み事例が多い。中でも”まちカル”が行う活動は、地域

の課題解決に向けた取組みの一部について取り上げる。本稿で紹介する事例は、｢商店街の

活性化問題｣と｢離島活性化問題｣の2事例である(表3参照)。この事例の特徴は、前述したよ

うに市民団体が課題解決のために市民主体の活動を考案し、自主的に活動を始めたもので

ある。この活動に関する詳細は、すでに竹内裕二(2005, 2009, 2010, 2011a, 2011b, 2011c,

2011d)が報告している。そのため、ここでは新聞記事になるまでの前後の動き(その当時の

地域の状況、地域住民やまちカルとジャーナリストに焦点を当てる)を分析対象とする。

4.2 活動事例概要

(1) 商店街再生

本事例は、1999年当時、福岡県北九州市若松区の浜町地区に地元大手スーパーが、その

商店街の核として存在していたものの、都市計画に伴う経営戦略上の措置として、700ｍ離

れたエリアに移転することが決定したことによる商店街存続問題である。この移転決定を

機に、商店街の今後のあり方を当事者となる浜町商店街の組合員全員が考えなければなら

なかった。ところが、どこから何を始めればよいのか誰もがわからない状況であった。ま

た、組合費からコンサルを雇うだけの余裕もなかったことから当たり障りもない、安価で

請け負う｢まちカル｣が関与するようになった。まちカルが採用した手法は、その当時珍し

かった市民参加によるワークショップ型まちづくりの手法を用いて展開した。この活動

は、地域住民にとっての関心の的となり、一方の商店主にとっても、自分たちの商店街が

地域住民から見捨てられていない現状を目の当たりにしたことから内発的な動きに変わっ
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ていった。この時の流れを主に西日本新聞が追跡報道していった。2000年以降、商店主ら

の内発的な動きに感化され、関係行政部局が商店街再生に向けた支援をするようになっ

た。

(2) 離島活性化

本事例は、福岡県北九州市小倉北区が現場となる。この事例の地域課題は、離島と陸地

をつなぐ航路の赤字体質を改善するため関係行政部局が対応策に苦慮していたことであ

る。一方の島民も、島民の足となる航路が廃止した場合、日常生活に影響が出るため、島

民側も改善策を検討しなければならなかった。この航路を管理する行政機関は北九州市、

離島振興を統括する行政機関は福岡県だったことから、二重行政の構図が浮き彫りになっ

た。このような行政上の区割りから島民らは、福岡県へ相談をした。当時、まちづくりを

専門とするコンサルは存在していたが、福岡県内で離島振興を専門とするコンサルは極め

て少なかった。このようなこともあり、当時前述の商店街再生問題を手掛けていた｢まちカ

ル｣に依頼した経緯がある。この時の手法も、島民参加によるワークショップ型島づくりを

展開した。そこから活動方針を決め、個々の活動を具現化していった。この時の活動は、

島民よりも、陸地の地域住民にとっての関心の的になった。その結果、釣り客が主流だっ

た来島者から観光目的の来島者へと変化していった。この時の流れを地元新聞社が追跡報

道していった。後に島民らの内発的な動きに感化され、北九州市の関係行政部局が離島活

性化に向けた支援をするようになった。

5. メディア報道の状況と実態

5.1 取材される始まり

当該事例｢商店街再生｣と｢離島活性化｣の取材は、結果として｢商店街再生｣が6年間13回、

｢離島活性化｣が4年間5回報道された(表3参照)。これらの報道は、基本的に｢まちカル｣から

メディア各社へ積極的な取材依頼を行っていない。この取材の始まりは、1紙が他紙に先駆

けて報道したことを皮切りに、その1紙からの情報を得て自社紙に掲載していった流れがあ

る(当時の新聞記者への質問解答より判明)。その手始めとなる1紙については、活動主催団
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体のまちカルでなく、商店街関係者や島民がお付き合いしている新聞記者へ情報提供した

ことが始まりであった。この情報提供も、市民団体からの働き掛けをした訳でなく、関係

者からの自主的な情報提供によるものであった。

5.2 本取組みに関する報道記事の概要

(1) 商店街再生

この取組みの最初の新聞掲載は、読売新聞が11月1日に32ページのカタ3)にある北九州版

の特集コーナー｢人ひと言｣で5人紹介した中の1人として｢古里再生へ知恵集め｣という見出

しで主催者本人の写真入りで取り上げている。内容は、本取組み内容と企画運営者する本

人に関する人物紹介である。次に、西日本新聞が、同月11日に22ページのハラ3)で、｢商店

街の活性化策探る　若松区浜町地区　市民グループきょう発足｣という見出しで、新しい市民

団体が発足する紹介と、第1回目の講座が、掲載当日の夕方から行われる市民参加による

ワークショップの取組みについて、事前の告知と参加者募集内容を紹介した。

同月12日は、読売新聞が｢商店街再生 熱っぽく　若松・浜町 客からもアイデア｣という見

出しで、前日開催されたワークショップ当日の模様をカラー写真入りで、参加者数、その

場の雰囲気、今後の展望などを詳細に紹介した。この時の講座の内容は、商店街の変遷を

商店主だけでなく、当日飛び入り参加した一般市民らにも理解してもらえるように浜町商

店街の歴史をクイズにし、それを答えていくことで歴史を学ぶ仕掛けをした。

同月18日は、西日本新聞が｢魅力ある商店街に　若松区浜町地区 市民団体講座が発足｣と
いう見出しで、アタマ3)部分の2つ目の記事として報道した。その際、同月11日に開催した

内容をモノクロ写真入りで、参加者数、その場の雰囲気、今後の展望などを詳細に紹介

し、次回の開催日程を掲載した。12月4日は、西日本新聞の北九州・京築版のカタからハラ

にかけての特設コーナー｢人 交差点｣で3人紹介した中の1人に本取組み主催者本人を取り上

げている。紹介内容は、｢商店街に元気栄養素｣という見出しで、本取組みの目的と今後翌

年4月まで行われることを紹介している。

第2回目の講座が12月4日に行われた。西日本新聞が、同月16日の23ページ上段中央部分

に｢優しい町へ実地検証　まちのカルシウム養成講座　利用しやすさをチェック｣という見出

3) 新聞記事の配置と重要度については、一般的に紙面の右上(アタマ)が最重要で、2番手が左上(カタ)、
3番手が中段(ハラ)、4番手が下段(ベタ)といわれる。また、見出しの大小や数(2段以上)も、記事の重

要度を表している。
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しで、その講座の模様をモノクロ写真入りで紹介している。この時の内容は、車いすや高

齢者体験装置を用いて、当該商店街での買い物のしやすさを実証実験から検証するもので

あった。この検証から、当該商店街の利用のし辛さなどを探り出した。

第3回目の講座が2000年1月8日に行われる。この開催予告記事として、12月20日の毎日新

聞別冊｢まいむ｣の行事のお知らせコーナーで取り上げられた。同日の西日本新聞18ページ

の特設コーナー｢人いろいろ｣で、本取組み主催者本人(カラー写真付き)を取り上げてい

る。ここでの紹介は、｢小さなつぶやき大切に｣という見出しで、本取組み主催者本人に焦

点を当てつつも、浜町商店街再生に向けた意気込みをまとめた内容である。2000年1月3日

の読売新聞32ページの北九州版で、お正月特集｢2000年古里の昇竜たち｣という特設コー

ナーで5人紹介している。その中の1人として、本取組み主催者本人がカラー写真付きで｢商
店街　元気取り戻せ｣という見出し記事で掲載している。この内容は、主催者本人の経歴と

今後の展望についてまとめている。

5回目の講座が2月10日に開催された。この時の模様について西日本新聞が23ページ福岡

県版の上段中央部分において｢一店一品運動を　若松区浜町地区商店街　活性化へ熱く議論｣
という見出しと共にモノクロ写真付きで、当日の模様を紹介している。ここでは、具体的

な内容が検討され、商店街の通路の工夫やお店の商品に対する商店街全体の表現(売りとな

る訴求ポイント)などについて議論されたことを掲載している。また、全体の取組み報告を

5月に提言する予定のことも記事にしている。この取組みの最後の節目の部分となる報告書

代わりの｢提言書｣提出に関する記事は、報道されることがなかった。

その理由として、当該事例を担当していた記者が定年を迎えたこともあり、その記者の

想いを継いで取材する記者がいなかった。この活動は、取材してくれる新聞記者の有無に

関わらず、継続的に行われた。3年が経過した2003年に、これまでの活動をブラッシュアッ

プする意味もあり、関係行政部局の支援も得られた上で、改めてワークショップを開催す

ることになった。この時の主催は、外部の市民団体ではなく、浜町商店街の有志の方々に

よって結成された任意団体｢明日の浜町を考える会｣である。この会合が行われることをア

ピールする記事が2003年5月14日に西日本新聞23ページ上段中央部分にモノクロ写真付きで

掲載された。この時、マスコミに取材依頼したのは、浜町商店街の組合からであった。こ

の記事の見出しは、｢”若松の台所”復活を　浜町の商店主ら｢考える会｣発足　ワークショップ

で活性化模索｣であった。

その後の経過過程の報道がないまま、11月25日に行われた一連のワークショップ(全9回)

の結末について西日本新聞が12月3日に、25ページ北九州西部版の上段中央部分に｢浜町復
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活へ動き本格化考える会ワークショップ終わる　若松鮮度と健康提供目指す｣という見

出しでモノクロ写真付きの記事を掲載した。この記事の中で、今後行われる実践活動につ

いての予告も掲載された。しかし、残念なことに、これ以降の行事に関する報道記事はな

かったが、2年後の2005年4月1日の西日本新聞27ページのアタマ部分で、｢浜まち春まつり｣
の報告記事がモノクロ写真付きで掲載された。この時の見出しは、｢浜町春まつりにぎわう　

商店主ら主導　復興イベント第1弾　若松の中心街に活気を再び｣であった。

(2) 離島活性化

福岡県の仲介により、市民団体が2003年12月から始めた藍島の活性化に関する島づくり

ワークショップを開催したことが、以下記述する一連の報道の始まりである。このワーク

ショップの最終回が、2004年3月14日に終了した。西日本新聞は、北九州版で離島に関する

特集を企画｢島 春もよう 馬島・藍島｣した。その一連記事の一環として、このワークショップ

の最終回を機にこれまでのワークショップの経緯を3月29日に32ページのアタマにおいて

｢活気呼べNPOとタッグ　藍島返信計画　実践へ｣という見出しで報道している。

この記事を契機にリビング北九州という地元フリーペーパーが藍島特集を7月10日号7

ページの紙面全面で報道した。その際、前述したワークショップの中で提案された海岸清

掃団体｢藍島開拓団　島であそび隊｣の取組み　についても掲載された。この記事が次の記事

につながった。その記事は、8月8日の読売新聞7ページ北九州版の上段中央部分に｢タウン

レポート　海岸清掃を楽しむ｣という見出しで掲載された。この記事の内容は、7月25日に実

施された活動の模様を紹介するとともに、次回の予告までを掲載した。続いて、島民とま

ちカルが8月24日に実施された北九州市無形民俗文化財に指定されている藍島の盆踊りを見

学・体験するツアーを企画、実践した。その模様について8月25日の朝日新聞8ページの全

国版のカタに｢島おこし盆音踊り見学ツアー　NPOが企画　保存会披露する子の励み｣とい

う見出しで報道された。この時の記事の内容は、これまで市民団体がワークショップを基

に企画した活動案を実践に移した内容について詳細に記事にしている。この記事を通じ

て、読者に藍島への関心を伝える内容でもあった。

前述した活動を基に島外住民を藍島へ多く来島してもらい、島のにぎわいづくりを行う

ために継続して活動をしてきた。この活動から来島者の多くが｢藍島でのお土産｣を待ち望

んでいることがわかった。この市民の声に応えるために島民が任意団体｢藍島ぶらんど倶楽

部｣を設立した。この時に支援として加わったのが、北九州商工会議所であった。この団体

が参加した理由は、北九州市の新たなブランド開発と、販路の開拓の2点であった。この新
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たな取組みの始まりについて、2008年11月14日の朝日新聞31ページアタマにおいて｢藍島　

自慢の幸　売り出せ　鯛めしや干物ブランド化　15・16日若松　主婦ら初の物産展｣という見出

しと共にカラー写真付きで前述した内容を記事にしている。この時、複数の新聞社へ北九

州商工会議所が取材依頼を行った。この取材依頼により、先に報道された朝日新聞の記事

が基で西日本新聞が、11月27日に19ページ北九州・京築版の上段中央部分において｢ざっく

ばらん　島の魚で食卓に笑顔を｣という見出しで報道した。この記事の内容も、朝日新聞の

記事の内容と同様であった。

6. 考察

建設的協力ジャーナリズムは、｢地域の課題を解決に向けて、マスコミと市民が協力して

取り組む｣と一言で言い表すことができる。しかし、概念的に言い表すことが出来ても、具

体的な動き方が、マスコミ、市民団体双方でわからない。そこで、本考察では、本稿で取

り上げた事例を基に、本研究目的となる市民団体の立場から｢自分たちの声を中立的な立場

で伝える｣方法とは、どのようなものなのか、そのマスコミ、市民側双方の協力した動き方

の様を明らかにしていきたい。そこで、｢まちカルの活動取材から報道される(一連の流れ

を含む)までマスコミとまちカル間の状況について整理・分析する｣、｢マスコミが取り上げ

る地域活動について整理・分析する｣という2つの視点からまちカルにとっての中立的な立

場とは何か、それを伝えるとはどういうことなのかについて考察する。

6.1 市民団体の活動を｢建設的協力ジャーナリズム｣に改める必要性

ジャーナリズムに関する概念は、筆者が提案するコンストラクティブ・コラボレイティ

ブ・ジャーナリズムの概念以前の段階で大きく2つの段階を経ている。1段階目は、Nip, 

Joyce Y.M.(2006、pp.216-218)が｢送り手｣と｢受け手｣の関係性を軸にパブリック・ジャーナ

リズム現象以降の5つのジャーナリズム概念モデルである。この段階は、伝統的なジャーナ

リズムを継承しつつも、その伝統を絶やさないために市民が参加することで維持していく

姿が見える。

しかし、この手法ではマスコミの衰退を回避することが出来なかったことから、新たに
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２つのモデルが登場している。そこには、単に市民が参加してもジャーナリズム本来の機

能を保つことが出来なかったから建設的に物事を考えようとして、ジャーナリズムによる

地域の問題や課題を解決していくための活動展開を求めてジャーナリストと市民が共に取

材をしていくものである。この段階において、全段階までの概念と比較して評価すべき点

は、取材対象を広義の地域で捉えるのではなく、地域の課題もしくは問題に特化して取材

し、解決に向けた動きをしていくことに注力を置いたところである。考え方と物事の状況

を捉える視点は、ジャーナリストらしく鋭い訴求ポイントである。ところが、新たに登場

した2つのモデルは、現実問題として前段階の概念と変わらない状況にある。そこには、そ

のモデルの議論が専門家同士で盛り上がっていないことが全てを言い表している。その理

由の一つとして、職業として専門性を持つジャーナリストが、肝心の地域課題や地域社会

の実情や道理を知らないからではないかと考える。つまり、言葉や訴求方法を改善したと

しても、現場で活動するジャーナリスト自身の持つ基本的な活動手法が変わらなければ意

味をなさない。

このことを意識して新たに提案した概念が｢コンストラクティブ・コラボレイティブ・

ジャーナリズム｣である。この概念が前段の2モデルと異なる点は、地域活動における本質

部分が希薄なジャーナリストを市民がサポートしながら地域課題や問題を解決に向けた活

動にするために広く市民に周知していく点である。つまり、市民が専門性を持つジャーナ

リストになるのではなく、ジャーナリストにとって理解しづらい地域の課題や問題につい

て、市民目線で租借して専門家をサポートしていくといった役回りである。ジャーナリス

トは、課題や問題の解決に向けた現実の動きに対し、メディアを通じて市民に訴求する。

その効果のバロメーターとして、課題や問題解決に対し善意の市民が活動に参加すること

で、加速度的に状況を改善させていくことが出来る仕組みが必要だと考えて提案した。こ

のような実践が伴う活動展開が求められる背景として、近年の少子高齢化社会の到来、温

暖化に伴う環境保全問題など、これまで誰もが体験したこともない現実社会において物事

全体が複合的に深刻化し始め、事態が複雑化しているからこそ、ジャーナリストと市民が

協力しなければならない時期にさしかかったといえる。

6.2 市民団体の想いとマスコミ側の受け止め方と取材のあり方

マスコミによる取材を一般人が受ける時のケースとは、通常事件事故が主となる。ま

た、地域を対象とした報道の多くが、季節的な行事、記念行事などを取り上げることがほ
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とんどである(この傾向は、｢商店街再生｣の取組み事例における2000年2月以降の報道、｢離
島活性化｣の取組みにおける2004年3月以降の報道で顕著に見られる)。このような状況から

地域で行われる市民活動などは、｢ニュース性｣がなければ取り上げてもらえることはな

い。そのような中で、本稿で取り上げる事例は、前述した｢商店街再生｣および｢離島活性化｣
の2事例である。いずれも同一活動にも関わらず短期間で数多くの新聞報道がなされている

(表3参照)。

これらの報道における最初の取材を受けるきかっけは、いずれもまちカルから発信した

ものではない。｢商店街再生｣事例であれば｢商店街関係者｣、｢離島活性化｣事例であれば｢島
民｣がマスコミへ第一報を入れた。しかしながら、｢商店街再生｣事例と｢離島活性化｣事例で

は、新聞報道の流れが大きく異なる。｢商店街再生｣事例の場合、取組み主催者個人の紹介

記事から始まっている。一方の｢離島活性化｣事例の場合、島民による会合過程の取材がな

く、会合終了後に会合全体の総括的なまとめと今後の動きについて特集記事の形で紹介し

ている。

前者の｢商店街再生｣事例は、取材した記者にとって商店街の衰退が全国的な問題となっ

ていることから｢商店街再生｣への取組みに関心を寄せることは理解できる。しかし、その

取組みの模様を最初に取材するのではなく、取組み主催者個人に関心を寄せた点である。

この点に関し、当時の担当記者(読売新聞)に尋ねたところ｢商店街再生の取組みは、個人が

行うものでなくコンサルタントと称する会社などの組織が行うものだと考えるのが自然で

ある。ところが、この場合、個人が、しかも地域住民を集めて商店街を再生しようとする

点が興味深かった。さらには、それを仕掛ける個人に興味を抱いたので取材した｣という回

答を得た。つまり、この取組みそのものに興味・関心があり、その仕掛け人に、更なる興

味・関心を抱いたことになる。

このことから考えられることは、報道する側の心理から｢社会構造の変革には、組織に

対して組織が対応といった、それまでの概念が個人が、住民という個人の集合体によっ

て構成させる民意を結集させるといった組織によって旧態依然の構造体を変えることがで

きるのか｣という身近な出来事から今後の社会のあり様を見てみようとする規範的なジャー

ナリズムが｢取材をしてみよう｣という意欲を駆り立てたと考える。しかしながら、1999年

当時の社会状況では、｢まちづくり｣という言葉が一般的に普及しておらず、この言葉を使

用したならば｢あなたは、何をつくるの｣という返事が返ってくる状態だった。この状態を

変える転機が、当時の建設省が虚偽の報告をした出来事である。当然、国民の行政に対す

る批判が起こり、国民からの信頼を失墜させた(朝日新聞、1999)。
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このような時代背景も手伝って、住民側の内発的な動きに対する期待があったのではな

いかと推測する。読者となる市民にとっても、一個人が仕掛けることに住民が本当に参加

するのかを観察していたに違いない。このような思いを確実なものにさせた出来事とし

て、読売新聞による最初の記事をきっかけに、西日本新聞がその後の追跡取材を行い継続

して記事の掲載をしている。通常であれば、取組みの開始前か、取組み開始時もしくは終

了時に記事を掲載させる流れが一般的である。ところが、変化点ともいえる節目の会合に

合わせて記事にした(例えば、車椅子や高齢者体験装置を装着しての実証実験の回など)。

この記事を読んだ読者は、即座に反応し、会合の回数を増すごとに新たな参加者が増えて

いった。

ところが、西日本新聞の担当記者が、会合終了直後に定年退職したことから次に赴任し

た記者が、本件について継続した取材をしなかった。新しく赴任した記者にとっての関心

事は、このまちカルが後に主催する自然保全活動に関する取組みに興味を示し、そちらの

方へ取材の重点をおいて追跡取材をしていった(1年後には、また新しい担当者に代わって

いった)。この一連の流れからマスコミという同一業界に属する人であったとしても、担当

者の専門や興味・関心が優先させるとがわかる。また、この出来事を通じて、エリア担当

記者と言われる人が存在し、当該エリア専属であっても、エリアに精通した人でないこと

を露呈した。さらに、マスコミの中でも特に新聞社などは、テレビ、ラジオに比べ、取材

担当するエリアを細分化しており、その担当を早いサイクルで不定期に変えていく。その

ため、政治や経済といった特異な専門分野の専属記者のように、その地域に関する専門記

者がいないこともわかった。

次に｢離島活性化｣である。離島問題は、昭和28年に離島振興法が制定されて以来、長年

顕在化した問題であったが、解決策が見出せないまま時間だけが経過していった経緯があ

る。このことからもわかるように国民が関心を寄せる関心事ではなかった。ところが、

2001年4月から約半年にわたって放送されたNHK朝の連続ドラマ｢ちゅらさん｣によって、

離島が全国的な関心事となった。この放送の影響もあって藍島での活動に多くの市民が関

心を寄せた。そのような背景で活動展開がなされたが、その最初の取材は、島での会合が

全て終了してから、この会合の総括的な内容と今後の動きについてまとめる特集記事につ

いてであった。この取材は、西日本新聞が行ったが、記者自身による事前学習を基に当日

の取材へ望んでいることが会話の中からわかった。その事前学習とは、本取組み主催者個

人の経歴、それまでの新聞報道記事の内容などを熟知してから取材に望んでいる。そのた

め、住民(島民)参加によるワークショップの手法を用いて提言書を作成していく流れをわ
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かっていた。その上で、島民の心境の変化をつぶさに取材している。この一連の流れから

わかることは、取材する者にとって過去の履歴のない事柄に対して取材することに慎重に

なるが、一度でも取材された経歴があれば、その履歴を基に取材内容を構成していく。記

者にとって、社会部が担当するような事件事故の取材の場合、継続性のない単発事案であ

れば、出来事の一部始終と状況を伝える内容になるため対象者の人物像まで掘り下げるこ

とがない。ところが、地域の課題解決を前提とした取材の場合、継続性が伴うことから対

象となる市民団体の団体照会が必要となる(規範的ジャーナリズムの観点から)。このよう

なことより、取材するまでに事前調査が必然的に必要となる(具体的理由としては、地域課

題解決と称して、売名行為などを目的とする市民団体の掲載を未然に阻止するための予防

策)。その点、｢離島活性化｣取材の場合、まちカルに関し事前の団体照会が形式的なもので

済んだことで、これまでの成果が評価されたものと考える。

この事象から言えることは、マスコミと市民団体が地域の課題解決に向けた協力活動を

行う場合、全ての市民団体が容易にマスコミとバディが組めるものではないということで

ある。これは、過去の実績が、活動の信頼性の裏付けのエビデンスだといえる。つまり、

市民団体が｢自分たちの声を中立的な立場で伝える｣ためには、その始まりの足掛かりとし

て、小さな活動でもよいので活動を行い、マスコミに取り上げてもらうことである。その

行為・働きかけがなければ、その後の継続した取材に結び付かない可能性が高い。それ

故、市民団体は、長い時間を必要とする地域課題の解決に向けた継続的活動のためにも、

このことを克服しなければならない4)。

この活動は、この記事を契機に島民と行ったワークショップで完成させた計画書(提言書)

を基に様々な実践活動を行った。その活動に対し、関係行政機関がサポートに入るように

なった。そのサポートの効果もあり、多くの島外市民が藍島を訪れるようになった。さら

には、島民自身が、島の変わり様を目の当たりにし、島民の内発的かつ積極的な活動に転

じていった。この一連の流れ、変化の様子を取材してきた記者にとって、会合を行う前の

島内状況も把握していたに違いない。その上で、最初のワークショップから実践活動に移

行し、その成果によって島が変わっていく様を継続的に取材し、報道していくことに価値

を見出していったと考える。

4) 筆者のこれまでの経験から地元有力者による縁故支援を受ける団体の活動は持続性に乏しい。その

理由は、有力者の支援がある時だけ有効かつ効果が発揮されるからである。このことは、記者たち

も認識しており、規範的なジャーナリズムの観点から表面的な付き合いしかしない(記者との会話か

らの情報)。
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6.3 マスコミが取り上げる地域活動の共通点

本稿で取り上げた｢商店街再生｣と｢離島活性化｣の事例は、前述したように地域課題が明

確であり、その課題を解決するための活動事例である。しかし、このような事例は、全国

に数えきれないほど存在する。それにも関わらず、マスコミが取り上げるのには、他の理

由があると考える。この点に関しては、前報で竹内裕二、松井督治(2020)が｢地域活動を報

道する側の条件やルール、習慣を鑑みて、地域活動がメディアに取り上げられる条件の中

で公共性、公益性、今日性が兼ね備わらなければ報道される率が低い｣、｢地域活性

化を前提とした活動は、常に動いており、継続性、持続性がなければならない｣だというこ

とを述べている。

まず、前者の主張から整理してみるならば、｢商店街再生｣事例においての｢公共性｣は、
当該事例が商店街という地域住民にとっての台所であり、長年利用してきた場所にある施

設である。このような観点から商店街を捉えれば十分に｢公共性｣があると言える。また、

ここでの取組みは、特定の業種、特定のエリアの商店のみに利益が生じる活動内容ではな

い。浜町商店街という商店街全体を1つに捉えて再生させようという取組みである。このこ

とからも、浜町商店街にとっても公共性が担保された取組みだと言いえる。次に｢公益性｣
であるが、商店街が衰退し、消滅してしまえば、周辺住民の日常生活に影響が出てくるこ

とが理解できる。それ故に商店街の再生を目指して活動することは、地域住民にとって公

益性をもたらす活動だと位置づけられる。最後に｢今日性｣であるが、全国的に衰退傾向に

ある商店街の再生という観点からすれば、｢今日性｣ある活動だと言える。しかし、活動

テーマが｢商店街｣だけでは本当の意味での｢今日性｣を満たしたとは言えない。多くの記者

が、本取組みを取り上げ取材し、報道していった真意は、専門家集団で構成される商店街

に対して、顧客であり、商店街を利用する消費者を商店街再生の取組みに参加させる住民

参加という手法に｢今日性｣を感じたのではないかと考える。

一方の｢離島活性化｣事例を同様の整理をしたならば、｢公共性｣という視点からの藍島

は、北九州市民にとっての古里の一部だと認識できることから｢公共性｣が十分に満たされ

る。それ故に｢離島活性化｣の取組み活動は、島民のための活動でなく、島を活性化させる

行為が、赤字路線に苦しむ藍島と陸地を結ぶ航路の存続に対して有益に働くことから｢公益

性｣を担保している。最後に｢今日性｣であるが、この視点も｢商店街再生｣と同じように活動

テーマが｢離島｣だけでは本当の意味の｢今日性｣を満たしているとは言えない。この事例の

場合、離島の活性化と同時に藍島と陸地を結ぶ市営フェリーという社会インフラの維持を
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行政のみが苦慮するのではなく利用者となる島民や島外住民といった広い意味での市民が

参加することによって、問題解決を行う姿勢に｢今日性｣があると記者は受け止めたのだと

推測する。

このように整理してみれば、竹内・松井の主張にも、正当性があるといえる。このこと

からマスコミが取材対象にする共通の視点は、｢公共性｣、｢公益性｣、｢今日性｣の3つが揃わ

なければ報道対象になりづらいといえる。次に後者の主張であるが、いずれの事例も表3に

示す報道実績から常に活動していることは窺い知ることができる。しかし、現状を鑑みれ

ば、地域活動をマスコミが積極的に取り上げているとは言いづらい。この現実を直視すれ

ば、どのような活動であっても、｢地域活性化を前提とした活動｣や｢地域の課題を解決する

活動｣と呼称して活動し、さらに｢常に動き、継続性、持続性｣すれば、マスコミが取り上げ

るというものではないことが容易にわかる。マスコミが、報道ソースとして取り上げる地

域活動には、このこと以外に何かしらの基準やルールのようなものが存在しているように

思えてならない。そこで、本稿で提示した2事例を基にこの点の考察をしてみたい。

この2事例は、いずれも｢地域の課題を解決する活動｣にあり、表3から｢常に活動し、継続

性、持続性｣ある活動であることがわかる。そこには、前述した3の条件つが加わったこと

によって、報道されたと考えるのが自然である。しかし、これだけならば事例紹介したよ

うに継続した取材に至らない。筆者は、事例に関する新聞報道から記者が同じテーマを継

続的に追跡取材する背景に当事者間(｢商店街再生｣事例であれば｢商店主とまちカル｣、｢離
島活性化｣であれば｢島民とまちカル｣)以外の市民の動きが、記者自身の目でわかるもの

か、どうかではないかと考える。つまり、前述の7.1.での｢商店街再生｣事例では｢この記事

を読んだ読者は、即座に反応し、会合の回数を増すごとに新たな参加者が増えていった｣と
いった現象、｢離島の活性化｣事例では｢多くの島外市民が藍島を訪れるようになり、さらに

は、島民自身が、島の変わり様を目の当たりにした｣という現象が起こっていることから、

関係者のみならず、外部の地域住民にも、この活動の趣旨が伝播し、それらの活動体その

ものが社会的に意義ある活動だと認識したからこそ、継続した取材に至ったものと考え

る。

7. おわりに

本稿では、｢商店街再生｣、｢離島活性化｣という2事例を基に考察を行った。ここで得られ
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た結論として、｢市民団体の想いとマスコミ側の受け止め方と取材のあり方｣については、

①この一連の流れからマスコミという同一業界に属する人であったとしても、担当者の専

門や興味・関心が優先させるとがわかった。②この出来事を通じて、エリア担当記者と言

われる人が存在しているが、当該エリア専属であってもエリアに精通した人でないため、

その地域を熟知した記者がいない。③マスコミと市民団体が地域の課題解決に向けた協力

活動を行う場合、取材する記者が、取材活動に慎重になるが故、過去の履歴を基に取材内

容を構成していくため、全ての市民団体が容易にマスコミとバディが組めるものではな

い。④市民団体は、小さな活動でもよいので、マスコミに取り上げてもらう行為・働きか

けをしなければ、その後の継続した取材に結び付かない。

このことから、市民団体が｢自分たちの声を中立的な立場で伝えるための方法｣としての

事前準備が必要であることを示している。市民団体が｢自分たちの声を中立的な立場で伝え

る方法｣として具体的実行からの視点による結論として、マスコミは｢地域活性化を前提と

した活動｣や｢地域の課題を解決する活動｣と呼称して活動し、｢常に動き、継続性や持続性｣
があれば、どのような活動でもマスコミが取り上げてくれるというものではない。マスコ

ミが取材対象にする視点は、｢公共性｣、｢公益性｣、｢今日性｣であり、この3つが揃わなけれ

ば報道対象になりづらい。この3つに付け加えて、当然｢常に動き、継続性や持続性｣ある活

動でなければならないが、その活動が関係者のみならず、外部の地域住民にも、活動の趣

旨が伝播しているかどうかが、その後の継続した取材になるか、どうかが重要なポイント

である。以上のことから、市民団体自身の声を対外的に中立的な立場で伝えることができ

る方法として、前述の3条件が必要だということがわかった。

この｢市民団体の想いとマスコミ側の受け止め方と取材のあり方｣と｢自分たちの声を中立

的な立場で伝えるための方法｣からマスコミが市民団体を取材するための基準と基本的姿勢

があることが明らかになった。このことからも市民団体は、自分たちの活動をマスコミに

取材してもらうために事前の準備と対応を常にしておかなければならない。一方のマスコ

ミは、市民団体からの情報提供を基に取材する、しないといった選択をしていく。その基

本は、情報提供された内容が｢公共性｣、｢公益性｣、｢今日性｣の3点の有無に付け加え、情報

提供した団体が｢常に動き、継続性や持続性ある活動｣を行っているかが問われる。以上の

ことから、市民団体が、マスコミに取り上げられるメカニズムは、これら双方の動きが

マッチングした時だということになる。しかしながら、今回の研究で知り得た知見は、一

事例を分析した結果に他ならない。今後、新たな社会実験を行う際、今回知り得た知見を

当てはめ、応用した時にも有効なのかについて検証していきたい。
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<要旨>

 

地域の課題解決に対する市民とマスコミの関係Ⅱ

- 新しいジャーナリズムの概念を用いた市民とマスコミの関係 -

竹内裕二

ジャーナリズムに関する既往研究は、時代に応じて新しい概念が登場する。この新しい概念は、ジャーナリストがマ
スコミ業務という仕事を中心に取材する中から生まれた。このようにして新しく誕生した概念は、時代の変化を踏襲し
ながら、新たな段階に向けてのストーリー展開が行われていることがわかった。その事例から新しい概念によるジャー
ナリズムを具体的かつ明確に説明する｢考え方｣や｢手法｣を見出せていない。つまり、ジャーナリストによる｢市民の声
を中立的な立場で聞く手法｣が明確になっておらず、市民による｢自分たちの声を中立的な立場で伝える手法｣が明らか
になっていない。そこで、本研究では、市民側に焦点を当て、マスコミ(本稿では新聞)に取り上げられた事例を基にマ
スコミと市民団体、その事例が置かれた環境や状況を考慮し上で、新しいジャーナリズムの概念における｢自分たちの
声を中立的な立場で伝える｣方法を明らかにすることを目的とする。結果としてマスコミは、①どんな活動であっても
取り上げることをしない。②マスコミが取材対象にする視点は、｢公共性｣、｢公益性｣、｢今日性｣であり、この3つが揃
わなければ報道対象になりづらい。③当然｢常に動き、継続性、持続性｣ある活動でなければならないが、その活動が関
係者のみならず、外部の地域住民にも、活動の趣旨が伝播しているかどうかが重要になる。以上のことから、市民団体
自身の声を対外的に中立的な立場で伝えることができる方法として、前述の3条件が必要だということがわかった。

The Possibility of Citizens and Mass Media Working Together

to Solve Regional Issues

- The Relationship between Citizens and the Mass Media

in the New Concept of Constructive Collaborative Journalism -

Takeuchi, Yuji

In past research on journalism, new concepts have emerged according to the times. These concepts developed as journalists 
focused on working in conventional fields of journalism. The newly-born concept of Constructive Collaborative Journalism has 
grown out of these preceding developments. 

However, from these prior concepts, we have not been able to find ideas or methods to explain this new concept of journalism 
concretely and clearly.

In addition, neither journalists’ methods of “listening to citizens voices form a neutral standpoint” nor citizens’ methods of 
“transmitting their voices from a neutral standpoint” has been clarified ). 

Accordingly, this study focuses on the citizens’ perspective, and aims to clarify the method of “conveying their voices from 
a neutral standpoint”. We take into account the media and citizens’ groups, as well as the environment and circumstances of 
the case, based on the examples covered by the mass media (in this case, newspapers).

Results suggest:
1. The media will not necessarily cover all activities
2. The viewpoints that the media targets are “public,” “public interest,” and “contemporary”. If these three areas are not 

present, then it is unlikely an activity will be reported.
3. Naturally, the activities must be “constantly developing, continuous, and sustainable”. It is also important to ensure that 

the purpose of the activities is transmitted not only to the people involved, but also to the local residents who may not 
be aware of the activities. 

We found that the three conditions mentioned are necessary as a way to convey the voices of citizens’ groups to the outside 
world from an external standpoint.


